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午前 
 Ⅰ  事業の位置付け・必要性について 
 Ⅱ  研究開発マネジメントについて 
 Ⅲ‐1  研究開発成果について（全体概要） 
 Ⅳ‐1  実用化の見通しについて（全体概要） 
     
午後 
 Ⅲ‐2  研究開発成果について（研究開発項目ごと） 
 Ⅳ‐2  実用化の見通しについて（研究開発項目ごと） 

公開 発表内容 
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Ⅰ 事業の位置付け・必要性について 

2005年から2025年までに 
・生産年齢人口は約1,310万人の減少 
・65歳以上の高齢者人口は約1,060万人の増加 

2005年 2025年 増減 

生産年齢人口 
（15歳～64歳） 

８，４０９万人 ７，０９６万人 ▲１,３１３万人 

高齢者人口 
（65歳以上） 

２，５６７万人 ３，６３５万人 １，０６８万人 

発生するギャップ     ２，３８１万人 

出典：平成22年版高齢社会白書（2010年7月） 

医療、介護福祉、警備、清掃等の人と共存する環境で動作する
ロボットの期待拡大 

公開 
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Ⅰ 事業の位置付け・必要性について 

• 全世界における稼働台数は年々増加 

• 国内の産業用ロボットの稼働台数は全世界の３４％に相当（２００８年） 

• 日本の２００８年のロボット出荷額は約６，４９８億円 

 

出典：日本ロボット工業会 「マニピュレータロボットに関する企
業実態調査」（2008）、IFR SD 「World Robotics 2009」 

全世界における稼働台数 

出典：IFR Statistical Department 「World Robotics 
2009」 

世界の産業用ロボット稼働台数（2008年） 
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出典：ロボット工業会 

６，４９８億円 
（０８年） 

産業用ロボット市場の現状 

公開 
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Ⅰ 事業の位置付け・必要性について 

出典：平成21年度ＮＥＤＯ機械部調査
報告書（委託先：三菱総研） 

国内ロボット産業（輸出含む）は、現在市場が形成されているロボットのさらなる普及
に加え、サービス分野を始めとした新たな分野へのロボットの普及により、ロボットの
製品のみでも2035年に9.7兆円まで市場拡大し得る。 

ロボット産業の将来市場予測 

公開 
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Ⅰ 事業の位置付け・必要性について 

・業務用として清掃ロボットや搬送ロボットが事業化 
・家庭用掃除ロボットが全世界で400万台以上を販売 
・手術支援ロボット、放射線治療ロボットが販売 

①サービスロボットの国際的な安全規格が未整備 
②規格適合のための試験機関が未整備 
③規格適合を認証する認証機関が未整備 

・人と共存する生活支援ロボットの対人安全技術が未確立 
・生活支援ロボットの安全規格等の社会制度の未整備 

・民間企業に委ねているだけでは本格的普及が望めない状況 
・安全基準、安全技術について公的機関の一定の関与が必要 

安全性検証を行う認証機関、試験機関の整備 
安全性基準等の国際標準化 

公開 

サービスロボットの現状 

実用化の動きはあるも
のの、その適用範囲は
限定的 
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Ⅰ 事業の位置付け・必要性について 公開 

経済産業省 技術ロードマップ２０１０より 
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Ⅰ 事業の位置付け・必要性について 

（１）生活支援ロボットとして本格的普及が期待されるロボットを
対象として、対人安全性基準、及び基準適合性評価手法を
確立する。 

 
（２）さらに、安全性基準の国際標準化を目指す。我が国発基準

及び生活支援ロボットを海外市場へ普及を図る。 

生活支援ロボットを世界に先駆けて事業化するために、 

ロボットの安全に関する国際標準規格、 
関連する試験機関、 
規格認証機関の整備 を目指す 

本プロジェクトの目的 

公開 
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Ⅱ 研究開発マネジメントについて 

1. 事業の目標 
（最終目標）平成２５年度 
生活支援ロボットのリスクアセスメント手法を確立し、生活支援ロボットの開発者に提供
可能となること。対人安全性に関する指標、機械・電気安全、機能安全の試験・評価方
法や手順について、国際標準提案を行えること。生活支援ロボットに関する安全性基準
適合性評価手法を確立すること。 
研究開発の対象とした生活支援ロボットに関して、安全性検証のための安全性試験を完
了し、ロボット安全性試験項目の評価基準値がすべて示され、実証試験が完了している
こと。 
 
（中間目標）平成２３年度 
生活支援ロボットのリスクアセスメント手法を開発するとともに、人間工学実験等による
対人安全性に関するデータをロボット開発実施者に提供すること。研究開発の対象とし
た生活支援ロボットの機械・電気安全、機能安全等に必要な試験装置を開発し、ロボット
安全性試験項目、各タイプのロボットの試験・評価方法や手順の策定を行うこと。これら
に基づき，対象としたロボットの安全性検証を完了していること。 

公開 
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Ⅱ 研究開発マネジメントについて 

研究開発項目① 

 生活支援ロボットの安全性検証手法の研究開発 

研究開発項目②  

 安全技術を導入した移動作業型（操縦が中心）生活支援ロボットの開発 

研究開発項目③  

 安全技術を導入した移動作業型（自律が中心）生活支援ロボットの開発 

研究開発項目④   

 安全技術を導入した人間装着（密着）型生活支援ロボットの開発 

研究開発項目⑤   

 安全技術を導入した搭乗型生活支援ロボットの開発  

公開 
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Ⅱ 研究開発マネジメントについて 開発項目ごとの研究開発目標 

研究開発項目  研究開発目標（最終）  根拠 

①生活支援ロボットの安全
性検証手法の研究開発 

①リスクアセスメント手法の確立 
②機械・電気安全、機能安全等
に関し安全性試験評価方法の
確立 
③安全性基準適合性評価手法
の確立 

対人安全技術が確立さ
れていないため残留リ
スクの高いものが多く、
早急にリスクを低減し
安全性を保証する方式
を策定することが求め
られている 

②安全技術を導入した移動
作業型（操縦が中心）生活
支援ロボットの開発 

①安全技術を搭載した移動作業
型（操縦が中心）生活支援ロボッ
トが安全性試験を完了している
こと。 
②開発されたロボットの安全性
試験項目の評価基準値がすべ
て示されていること。 
③実証試験が完了していること。 

少子高齢化を背景とし
て介護・福祉分野へロ
ボットを適用する際の
安全性の確保が必要 

公開 
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研究開発項目  研究開発目標（最終）  根拠 

③安全技術を導入した移動
作業型（自律が中心）生活支
援ロボットの開発 

①リスク低減技術及び安全要素技
術を搭載した移動作業型（自律が
中心）生活支援ロボットが安全性
試験を完了していること。 
②開発されたロボット安全性試験
項目の評価基準値がすべて示さ
れていること。 
③実証試験が完了していること。 

自律的に動作するロ
ボットの安全性を確保
する。 

④安全技術を導入した人間
装着（密着）型生活支援ロ
ボットの開発 

①安全技術を搭載した人間装着
（密着）型生活支援ロボットが安全
性検証のための安全性試験を完
了していること。 
②開発されたロボット安全性試験
項目の評価基準値がすべて示さ
れていること。 
③実証試験が完了していること。 

人間の身体機能を拡
張・増幅・支援する技
術開発が必要であり、
装着（密着）型ロボット
の安全性を確保 
 

公開 Ⅱ 研究開発マネジメントについて 開発項目ごとの研究開発目標 
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研究開発項目  研究開発目標（最終）  根拠 

⑤安全技術を導入した搭乗
型生活支援ロボットの開発  

①安全技術を搭載した搭乗
型生活支援ロボットが安全
性検証のための安全性試
験を完了していること。 
②開発されたロボット安全
性試験項目の評価基準値
がすべて示されていること。 
③実証試験が完了している
こと。 

高齢者や環境に配慮した新
しい移動体の実用化のため
人や障害物が混在した環境
下での安全性の確保が必
要。 

公開 Ⅱ 研究開発マネジメントについて 開発項目ごとの研究開発目標 
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研究開発項目  研究開発目標（中間） （平成２３年度末） 

①生活支援ロボット
の安全性検証手法
の研究開発 

①リスクアセスメント手法を開発すること。さらに人間工学実験等による対人
安全性に関するデータをロボット開発実施者に提供すること。 
②各タイプの生活支援ロボットの機械・電気安全、機能安全等に必要な試験
装置を開発し、ロボット安全性試験項目、各タイプのロボット毎の試験・評価方
法や手順の策定を行うこと。 

公開 Ⅱ 研究開発マネジメントについて 開発項目ごとの研究開発目標 
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研究開発項目  研究開発目標（中間） （平成２３年度末） 

②安全技術を導入し
た移動作業型（操縦
が中心）生活支援ロ
ボットの開発 

①上記２．（１）で開発されたロボットのリスクアセスメントを終了し、安全性試
験項目がすべて示されていること。 
②実施計画に予定されている安全技術の開発が終了し、その一部またはす
べてが上記２．（１）項で開発されたロボットに搭載されていること。 
③上記２．（２）①に該当する安全性試験のうち、研究開発項目①で策定済み
の安全性検証手法を用いて試験を完了していること。 

生活支援ロボット実用化プロジェクト基本計画より （事業原簿 添付資料３） 

２．（１）  ・・・ 移動作業型（操縦が中心）生活支援ロボットとは、人の生活環境下で、ユー
ザーの指示によって、安全かつ効率よく生活に必要な作業を行う機能を実現するロボットで
ある。 
ロボットの使用目的、使用環境及び運用シナリオ等を考慮してリスクアセスメントを行い、そ
の結果に基づき、リスク低減に必要な安全技術を開発する。リスクアセスメントは研究開発
項目①と連携して、安全性試験方法や検証手順を開発しながら進めるものとする。 ・・・ 

 ２．（２）① 安全性試験 
上記２．（１）に該当する安全技術をその用途、使用シーンに応じて一部、またはすべてを搭
載した移動作業型（操縦が中心）生活支援ロボットの安全性試験を、研究開発項目①におい
て開発する安全性検証手法を用いて行う。この安全性試験の結果は、研究開発項目①の開
発に対してフィードバックしつつ実施する。 

Ⅱ 研究開発マネジメントについて 開発項目ごとの研究開発目標 
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研究開発項目  研究開発目標（中間） （平成２３年度末） 

③安全技術を導入し
た移動作業型（自律
が中心）生活支援ロ
ボットの開発 

①上記２．（１）で開発されたロボットのリスクアセスメントを終了し、安全性試
験項目がすべて示されていること。 
②実施計画に予定されている安全技術の開発が終了し、その一部またはす
べてが上記２．（１）項で開発されたロボットに搭載されていること。 
③上記２．（２）①に該当する安全性試験のうち、研究開発項目①で策定済み
の安全性検証手法を用いて試験を完了していること。 

生活支援ロボット実用化プロジェクト基本計画より 

２．（１）  ・・・ 移動作業型（自律が中心）生活支援ロボットとは、周囲の環境を認識し、自
律的な判断に基づいて安全かつ効率よく生活に必要な作業を行う機能を実現するロボットで
ある。 
ロボットの使用目的、使用シーン及び運用シナリオ等を考慮してリスクアセスメントを行い、そ
の結果に基づき、リスク低減に必要な安全技術を開発する。リスクアセスメントは研究開発
項目①と連携して、安全性試験方法や検証手順を開発しながら進めるものとする。 ・・・ 

 ２．（２）① 安全性試験 
上記２．（１）に該当する安全技術をその用途、使用シーンに応じて一部、またはすべてを搭
載した移動作業型（自律が中心）生活支援ロボットの安全性試験を、研究開発項目①におい
て開発する安全性検証手法を用いて行う。この安全性試験の結果は、研究開発項目①の開
発に対してフィードバックしつつ実施する。 

Ⅱ 研究開発マネジメントについて 開発項目ごとの研究開発目標 
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研究開発項目  研究開発目標（中間） （平成２３年度末） 

④安全技術を導入し
た人間装着（密着）
型生活支援ロボット
の開発 

①上記２．（１）で開発されたロボットのリスクアセスメントを終了し、安全性試
験項目がすべて示されていること。 
②実施計画に予定されている安全技術の開発が終了し、その一部またはす
べてが上記２．（１）項で開発されたロボットに搭載されていること。 
③上記２．（２）①に該当する安全性試験のうち、研究開発項目①で策定済み
の安全性検証手法を用いて試験を完了していること。 

生活支援ロボット実用化プロジェクト基本計画より 

２．（１）  ・・・ 人間装着（密着）型生活支援ロボットとは、人間に装着し、装着者の意思を反
映した随意的、自律的機能によって制御される実用的なロボットである。 
ロボットの使用目的、使用環境及び運用シナリオ等を考慮してリスクアセスメントを行い、そ
の結果に基づき、リスク低減に必要な安全技術を開発する。リスクアセスメントは研究開発
項目①と連携して、安全性試験方法や認証手順を開発しながら進めるものとする。  ・・・ 

 ２．（２）① 安全性試験 
上記２．（１）に該当する安全技術をその用途、使用シーンに応じて一部、またはすべてを搭
載した人間装着（密着）型生活支援ロボットの安全性試験を、研究開発項目①において開発
する安全性検証手法を用いて行う。この安全性試験の結果は、研究開発項目①の開発に対
してフィードバックしつつ実施する。 

Ⅱ 研究開発マネジメントについて 開発項目ごとの研究開発目標 
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研究開発項目  研究開発目標（中間） （平成２３年度末） 

⑤安全技術を導入し
た搭乗型生活支援
ロボットの開発 

①上記２．（１）で開発されたロボットのリスクアセスメントを終了し、安全性試
験項目がすべて示されていること。 
②実施計画に予定されている安全技術の開発が終了し、その一部またはす
べてが上記２．（１）項で開発されたロボットに搭載されていること。 
③上記２．（２）①に該当する安全性試験のうち、研究開発項目①で策定済み
の安全性検証手法を用いて試験を完了していること。 

生活支援ロボット実用化プロジェクト基本計画より 

２．（１）  ・・・ 搭乗型生活支援ロボットとは、人を乗せて、操縦者の指令により、または自
律的に安全かつ自在に移動する機能を実現するロボットである。 
ロボットの使用目的、使用環境及び運用シナリオ等を考慮してリスクアセスメントを行い、そ
の結果に基づき、リスク低減に必要な安全技術を開発する。リスクアセスメントは研究開発
項目①と連携して、安全性試験方法や認証手順を開発しながら進めるものとする。  ・・・ 

 ２．（２）① 安全性試験 
上記２．（１）に該当する安全技術をその用途、使用シーンに応じて一部、またはすべてを搭
載した搭乗型生活支援ロボットの安全性試験を、研究開発項目①において開発する安全性
検証手法を用いて行う。この安全性試験の結果は、研究開発項目①の開発に対してフィード
バックしつつ実施する。 

Ⅱ 研究開発マネジメントについて 開発項目ごとの研究開発目標 
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4年目 
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5年目 
2013 (H25) 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

研究開
発項目

① 
 
 
 
 

研究開
発項目
②～⑤ 

 
 
 

生活支援ロボット実用化プロジェクトのマイルストーン 

ISO/TC184/SC2/WG7 ISO13482策定への貢献 
国内外規格策定への貢献
（ISO13482改訂作業） 

 
評価試験（Ⅱ） 

ロボットの設計・開発 ロボットの改良 

ロボットの安全性に
係る設計コンセプト

の検討 

設計コンセプトへの 
適合性の検証 

ロボットの安全性に
係る設計コンセプト

の検討 

実証試験 
（実環境・模擬環境で実施） 

設計コンセプトへの 
適合性の検証 

提案 

試験項目・試験方法・手順等の検討 

安全基準案 
（定性的）の策定 ロボット 

試験 
方法 

試験項目・試験方法・手順等の改良 

コンセプト 

ロボットの対
人安全技術
の確立 

安全基準案 
（定量的） 
の策定 

安全検証 
手法 
の確立 

国際標準化 

 
評価試験（Ⅰ） 

（生活支援ロボット安全検証センターで実施） 

ロボットの追加（グループⅡ） 



開発予算 

公開 

◆開発予算 （単位：百万円） 

Ⅱ 研究開発マネジメントについて (2)研究開発計画の妥当性 

年度  予算額  補正予算  備考 

２００９  １６００ 

２０１０  １５２０  ８４０  グループⅡの 
追加公募・採択 

２０１１  １１５０ 

計  ５１１０ 
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開発項目①安全性検証手法の研究開発 

リスクアセス
メント 

安全性試験 

移動作業型（操縦が中心） 

移動作業型（自律が中心） 

人間装着型 

搭乗型 

連 携 

生活支援ロボットの 
安全性検証手法の研究開発 

安全技術を導入した 
生活支援ロボットの開発 

適合性評価 

安全技術を搭載した 
ロボットを市場に供給 

（１）生活支援ロボットの対人安全性 
 基準の確立 

 ・リスクアセスメント手法の開発 

 ・機械・電気安全、機能安全等ロボットの 
  安全性試験評価方法の開発 
 

（２）生活支援ロボットの安全性基準に 
 関する適合性評価手法の研究開発 
 ・基準を満たしているかどうかを評価する手法 
  の開発 

（１）生活支援ロボットの安全技術の 
  開発 
   ・リスクアセスメントの実施 

（２）生活支援ロボットの安全性検証 
   ・安全性試験 
   ・実証試験 

対人安全性基準の確立、 
安全性認証の実施、 
我が国発基準の世界への普及 

開発項目① （開発項目②～⑤） 

Ⅱ 研究開発マネジメントについて (3)研究開発実施の事業体制の妥当性 公開 
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Ⅱ 研究開発マネジメントについて (3)研究開発実施の事業体制の妥当性 

ＮＥＤＯ 

委託 

協議 
プロジェクトリーダー 
(独)産業技術総合研究所 知能システム研究部門 
研究部門長 比留川博久 

②安全技術を導入した移動作業型（操縦が
中心）生活支援ロボットの開発 

④安全技術を導入した人間装着     
（密着）型生活支援ロボットの開発 

指導 

●パナソニック(株) 
●国立障害者リハビリテーションセンター 

●CYBERDYNE(株) 

●筑波大学 

（Ａ）安全技術を導入した移乗・移動支援ロ
ボットシステムの開発  

（Ａ）安全技術を導入した人間装着型  
生活支援ロボットスーツHALの開発 

（Ｂ）安全技術を導入したリズム歩行ア
シストの開発 

●（株）本田技術研究所 ③安全技術を導入した移動作業型（自律が
中心）生活支援ロボットの開発 

●綜合警備保障(株) 
●北陽電機(株) 
●三菱電機特機システム(株) 

●富士重工業(株) 

（Ａ）安全技術を導入した生活公共空間及び
ビルの移動作業型ロボットシステムの開発 

（Ｂ）安全技術を導入した警備ロボットシステ
ムの開発 

（Ｃ）安全技術を導入した配送センター内高
速ビークルシステムの開発 

●（株）ダイフク 

（Ｄ）安全技術を導入した配送センター内の
フォーク型物流支援ロボットの開発 

 
●（株）日立産機システム 
●（株）日立プラントテクノロジー 
 

⑤安全技術を導入した搭乗型生活    
支援ロボットの開発 

（Ｂ）安全要素部品群と安全設計に基づ
く搭乗型移動ロボットの開発 

●アイシン精機(株) ●日本信号（株） 

●オプテックス（株） ●（株）ヴィッツ 

●千葉工業大学 

●トヨタ自動車(株) 

●(株)フォーリンクシステムズ 

●国立長寿医療センター 

（Ａ）搭乗型生活支援ロボットにおけるリ
スクアセスメントと安全機構の開発 

（Ｃ）屋外移動支援機器における安全エン
ジニアリング技術の研究開発 

●ＩＤＥＣ（株） ●大阪大学 
共同実施 

①生活支援ロボットの安全性検証手法
の研究開発 

●(財)日本自動車研究所  

●(独)産業技術総合研究所 

●(独)労働安全衛生総合研究所 

●名古屋大学  

●(財)日本品質保証機構 

●日本認証(株) 

●(社)日本ロボット工業会 

●(財)製造科学技術センター 

赤字：ＦＹ２２末より新規参加 

公開 
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プロジェクト推進体制 
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人間装着(密着)型ロボット 
搭乗型ロボット 

移動作業型(自律中心)ロボット 

清掃ロボット 

警備ロボット 物流センター 

搬送ロボット 

移動作業型(操縦中心)ロボット 

研究開発する生活支援ロボット 公開 
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